
防災まちづくりの中で 
救援物資のことを考える！ 

（公財）豊田都市交通研究所 

      研究員 樋口恵一 
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防災まちづくりとは 

• 地震・火災爆発・豪雨・豪雪などの自然現象を誘因として発生する
被害を、できるだけ小さくするように災害に強いまちをつくってゆ
く行政と市民の共同努力【広義】 

• 自主防災組織や商店会，NPO等の地域コミュニティが，防災に係る
訓練や普及・啓発などを行う活動であり，このような活動を通じて
地域の防災力の向上が期待されるもの。【狭義】（内閣府資料） 

都市を超えた 
広域的防災まちづくり活動 

防災情報・技術の普及・啓発、防災情報の共有・発信、防災ボランティアの
ネットワーク化、リーダー育成、広域連携による防災活動の支援と展開、専門
家ネットワークによる技術支援 

地区～都市レベルでの 
防災まちづくり活動 

防災訓練、防災に関する学習、地区の現状（危険度）把握、防災まちづくり計
画の検討、住民による防災施設づくり、防災関連施設の維持・管理、子どもの
教育･啓発活動、災害時要援護者の支援、人材の育成、防災をテーマに取込ん
だ地域活性化、帰宅困難者支援対策、防犯活動、情報の共有・発信、ＩＴを
使った防災情報の共有 



防災まちづくりにおける「救援物資」 
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何とかなるん
じゃないか。 

行政が何とか
してくれるだ
ろう。 

色んな所から
物資が届くだ
ろう。 

（公財）豊田都市交通研究所 

『交通』の広義：人・もの・情報の空間的な移動 



本日の発表 
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1. 救援物資の流れ 

2. 東日本大震災時の救援物資 

3. 豊田市における救援物資の受け入れ体制 

4. 豊田市らしい防災まちづくりを 

 



救援物資の流れ 
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東日本大震災時の救援物資 
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日本交通政策研究会の自主研究プロジェクトへ参画 

大規模災害時における救援物資輸送のための交通管理に関する研究
プロジェクト（主査：日本大学 小早川教授） 

ロジスティック調査団（東北大）と連携 

 

 

本日ご紹介する内容 

 ① 救援物資の搬入出（宮城県石巻市） 

 

 ② 災害協定からみた救援物資 
 

 



過去の大震災での救援物資の問題点 
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地震名 
発生年 
規模 

救援物資に関する問題点 

阪神淡路 
大震災 

1995年 

M7.3 

・ガレキによる道路閉塞 
・被災地内への救援物資搬送車両の流入困難 

新潟県中越 
地震 

2004年 

M6.8 

・企業や個人からの様々な救援物資が無秩序 
  に搬送された 

新潟県中越沖 
地震 

2007年 

M6.8 

・個人からの救援物資は制限 
・救援物資の搬出搬入作業の問題 

東日本大震災 
2011年 

M9.0 
・一次集積所から避難所への端末輸送の問題 

（資料）小早川；大規模震災時における救援物資輸送の問題，自動車交通研究2012 



救援物資の搬入出（宮城県石巻市） 

8 （資料）日交研シリーズA-585；大規模震災時における救援物資輸送のための交通管理に関する研究 

個人での備蓄の重要性・必要性（３日～１週間） 

宮城県と石巻市における救援物資の日別到着件数 



宮城県石巻市に届いた救援物資（到着品目分類） 
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食料・

飲料 

43% 

日用品 

7% 

衛生用

品 

26% 

衣類 

11% 

その他 

13% 

分類 種類例 

食料・飲料 パン・おにぎり・水・精米・カップ麺・ 缶詰 など 

日用品 ラップ・ゴミ袋・懐中電灯・乾電池など 

衛生用品 
紙おむつ・ウエットティシュ・マスク・生理用品・
タオル など 

衣類 
下着・インナー・靴下・手袋・靴・トレーナー・作
業着など 

（資料）日交研シリーズA-585；大規模震災時における救援物資輸送のための交通管理に関する研究 



災害協定からみた救援物資 
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• 内閣府の中央防災会議では、行政と民間企業が災害
協定を結ぶように提案 

 

 

•災害協定とは 
災害発生時における各種応急復旧活動に関する人的・物的
支援について、自治体と民間企業や関係機関との間で締結
される協定。救援物資だけでなく、医療・施設復旧・放送
要請など。 

 



災害協定の締結先（仙台市・石巻市） 
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（資料）日交研シリーズA-555；大規模震災時の物資輸送を考慮した道路整備計画に関する研究 



協定先の対応状況 

12 （資料）日交研シリーズA-555；大規模震災時の物資輸送を考慮した道路整備計画に関する研究 

＜課題＞ 

・燃料の不足 
・人手不足（社員が通勤できない） 
・物資不足（経営効率を高めるため在庫を減らしている） 

【仙台市と災害協定を締結していた企業（アンケート回答数22社）】 

地元企業9社のうち55.6％が対応 

全国展開企業13社のうち30.8％が対応 

【石巻市と災害協定を結んでいた企業（アンケート回答12社）】 

地元企業3社のうち0％ 

全国展開企業10社のうち50.0％が対応 

企業の被災状況により決定 

協定先に救援物資の対応状況をアンケート調査 



東日本大震災での救援物資の課題 
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•集積場所の課題（特に二次集積所） 

スペースだけでなく風雨が防げることや集配送車両を入れる
といった条件を考慮した事前計画 

•人材確保の課題 

市役所職員だけでの対応は困難 

物資の配送や荷捌きに関する防災協定が必要 

二次集積所や避難所へ届くのが遅れ、  
一度に届いた 

（資料）小早川；大規模震災時における救援物資輸送の問題，自動車交通研究2012 



東日本大震災での救援物資の課題 
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• 救援物資の管理に関する課題 

 ・  避難所からのニーズを吸い上げるシステムが無いまま 

   受け入れたため、物資の偏りや大量の在庫が発生 

 ・  保管場所が不明確、入出荷が同じエリアで行われるなど 

   指示系統が混乱 

 

• 救援物資の配送に関する課題 

 ・  入荷に追われ、避難所へ出荷するための作業が遅れた 

 ・  道路情報が分からなかったため、各避難所への配送 

   ルートが機能しなかった 



豊田市における救援物資の受け入れ体制 
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①豊田市の防災に関する取組みの確認 

 

• 豊田市地域防災計画（平成24年改定） 

 

• 豊田市防災基本条例（平成25年10月制定） 

②備蓄品・救援物資の受け入れ体制 



防災で重要なこと 
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•自助：自らのことは自らが守る 

•共助：地域においてお互いを守る 

•公助：市が市民と事業者を災害から守る 

東日本大震災で行政による災害対応の限界と地域社会によ
る助け合いの重要性 

広域な市域で災害から市民の生命と暮らしを守るため 
 

⇒ 豊田市防災基本条例を策定 
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豊田市防災基本条例 



協定書・覚書など 

18 （資料）豊田市地域防災計画 附属資料編 



備蓄品について 

19 （資料）豊田市地域防災計画 附属資料編 



防災倉庫について 

20 （資料）豊田市地域防災計画 附属資料編 



救援物資の受け入れ体制 
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救援物資等受入施設一覧 
（2次集積所） 

豊田スタジアム（B2F駐車場） 

豊田市運動公園（体育館） 

高岡公園体育館 

柳川瀬公園体育館 

東山体育センター 

西部体育館 

豊田市地域文化広場 

生活物資緊急調達協定事業者一覧 

（株）エイデンサカキヤホームエキスポ豊田 

カシマゴビルディング（株） 

（株）カーマホームセンター豊田宮上店 

（株）カーマホームセンター豊田若林典 

ジャスコ（株）高橋店 

ジャスコ（株）豊田店 

トヨタ生活協同組合 

ハローフーヅ（株）青木店 

あいち豊田農業協同組合 

（資料）豊田市地域防災計画 附属資料編 



救援物資の受け入れ体制 

22 2次集積所 

中山間地域
が空白 



効率的に救援物資を搬入出するために 
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2次集積所の機能確認・強化 
一次集積所（県）や協定先から直接大量の物資が届くことが想定 

 ⇒ 的確な搬入出が求められる！！ 

 

指示系統の確認・強化 

車両の直接入庫、フォークリフトなどの使用 

配置場所の計画、物品管理のリスト化 

  →災害時の物資拠点管理標準規定（中部運輸局）などと整合を 

配送事業者との協定 

配送する避難所の割り当て 

他地域が被災した際の後方支援の拠点 



効率的に救援物資を搬入出するために 

24 

中山間地域における体制強化 

近隣市との連携（被災状況によっては機能しない） 

防災倉庫の増設もしくは、中山間地内の企業と連携した 
備蓄場所及び備品の確保 

自主防災組織との連携による自主的な備蓄（１週間程度）
の徹底など 

 

避難所での対応 

避難場所運営班員（行政職員）が管理する項目に物資配置
・管理方法などを記載 

救援物資要請などを物品リストなどと整合 

自主防災組織との連携確認、役割分担 



オール豊田で防災まちづくり 
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• プローブ情報などで道路の閉鎖状況などを確認 
• 本部からの指示・現場確認結果・避難所からの要請などを電子化 
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最後に 
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救援物資を送る時に気を付けたいことの例 

必要とするものが変っている（ニーズを確認） 

保管も処分もお金がかかる（義援金が良い時も） 

古着・中古はNG（できる限り新品を） 

種類別に箱詰めし数量などを表に記載   

参考：特定非営利活動法人 レスキューストックヤード 



ご清聴いただき、 
ありがとうございました。 
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